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１．研究目的
日本の地域社会は戦後、都市化・郊外化の時

代を経て、現在、居住構造の転換期を迎えてい
る。大都市圏の都心部においてはタワーマン
ション建設に代表される再都市化がみられ、郊
外部においては、いわゆる「郊外第一世代」が
世代交代を迎え、大都市部を離れ地方都市へと
向かう人々（ＵターンやＪターン）も現れはじ
めた。一方過疎地域では、高齢化や人口減少に
伴い、身近な地域に十分な生活サービスがな
く、暮らし続けること自体が困難となる限界集
落も少なくない。

本研究は、現代日本の地域社会における社会
関係、すなわち人と人との＜つながり＞の位相
を、性質の異なる３種の地域社会─都心地域・
郊外地域・過疎地域─を対象として横断的に分
析することにより、現代日本社会が直面する社
会問題の解決策を、地域社会における新たな社
会システムのあり方に着目し考察する研究であ
る。

３種の地域社会それぞれの内部も、一様に同
質な地域社会が広がっているわけではない。そ
こで GIS（地理情報システム）を用いて国勢調
査や事業所統計調査などのデータについて分析
し、対象地域の社会・空間構造を描き出す。こ
の分析結果に基づき今後生じうる課題を予測し
つつ、それぞれの地域において、生活者が自ら
の暮らしを継続していくためにいかなる社会的

な＜つながり＞を築きあげているのか、またそ
れをどのように変化させているのかをアンケー
ト調査やインタビュー調査などから明らかにす
る。本研究は実態分析にとどまらず、研究対象
地における問題解決に直接的に貢献することも
目的としている。地域社会において今後出現す
ると予想される生活者のニーズや課題に対し
て、それらの解決を導くサービス提供システム
を、専門処理システムと相互扶助システムを綜
合化する「新しい協働システム」として提示す
る。これが特別推進プロジェクトの目的であ
る。

２．研究経過
（１）2009年度

プロジェクト研究を2010年度から開始するた
めに、2009年度はその準備を行った。研究所の
研究員を中心として研究会を複数回開き、研究
目的および研究目標について議論を重ねた。そ
の中で「現代日本の地域社会における＜つなが
り＞の位相─新しい協働システムの構築にむけ
て─」という研究タイトルが決定された。プロ
ジェクトのメンバーも、研究所の研究員に限ら
ず、社会学科、社会福祉学科から広く募集され
た。

研究目的が定められた後には、調査対象地の
選定を行った。都心地域については、大学があ
る港区と、近年の開発が著しい東京スカイツ
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リー周辺の墨田区が候補に挙がった。2009年11
月29日には港区で、12月15日には墨田区でそれ
ぞれ巡検が行われ、調査対象地選定のための検
討が重ねられた。それらの議論を経て、最終的
には、付属研究所による地域貢献活動の重要性
も鑑み、港区に決定された。 

郊外地域については、社会学部付属研究所が
1973年から1978年にかけて調査を行った君津市
が、候補地のひとつとされた。2010年３月８〜
９日には、君津市にて予備調査を実施し、調査
対象地選定のための検討を重ねた。その結果、
郊外を対象とする研究については、君津市に限
定せずプロジェクトメンバーが既に蓄積してい
る研究成果をもとに分析を進めることとなっ
た。

（２）2010年度
４月より研究活動が開始された。GIS を用い

て港区を対象とした主題図が描かれ、港区内各
地の地域特性についての検討がなされた。2010
年８月には港区内で活発に地域活動を展開して
いる、御田小学校 PTA ヒマラヤスギの会の U
氏に対してインタビュー調査を行った。

これらの研究活動を踏まえて調査票の作成が
行われ、2010年11月、港区において大規模な標
本調査を行った。また、2011年２月20〜22日に
鹿児島県南大隅町佐多地区で予備調査が行わ
れ、過疎地域の調査対象地として同地が選定さ
れることとなった。

（３）2011年度
2011年度は、３月11日に起きた東日本大震災

の影響で研究計画が大幅に変更された。被災地
における緊急支援活動、復興支援活動などに取
り組むとともに、被災地における協働システム
の調査および協働を支援する活動の必要性を認
識することとなった。

2011年11月29〜30日に鹿児島県南大隅町役場
を訪れ、調査の主旨と内容について説明し、協
力を依頼した。2012年１月には南大隅町役場企
画振興課（佐多支所）の協力を得て、佐多地区
の全世帯を対象とする郵送調査を行った。調査
票の回収終了後、2012年２月18〜21日に再度佐
多地域を訪問し、インタビュー調査を行った。
このインタビュー調査から得られた知見につい
ては、次号の研究所年報において論文として報
告することが予定されている。

2012年３月には、港区調査の調査報告書が完
成し、調査結果の送付を希望した回答者全員に
報告書を郵送した。この調査報告書について
は、本年報に石井論文として掲載した。また、
2011年度末には、本プロジェクトの研究成果と
して以下の４本の論文が発表された。

①石井大一朗「東京都心における30代～50代男
性の社会参加と地域づくりの方向性～港区居住
地域におけるアンケート調査より」『明治学院
大学社会学部付属研究所年報』明治学院大学社
会学部付属研究所、2012年３月
②石井大一朗「小さな事業体が生まれるための
協働～地域社会の中の新しいサービス主体と
サービス提供の方法」『神奈川県政策提案研究
報告書』慶應義塾大学 SFC 研究所地域協働ラ
ボ、2012年３月
③浅川達人「東日本大震災復興支援活動と地域
再生─岩手県大槌町吉里吉里地区を事例として
─」『明治学院大学社会学・社会福祉学研究』、
第138号、2012年３月
④浅川達人「東日本大震災における被災者の生
活再建と大学の役割─震災が浮き彫りにした生
活調査の課題─」『社会福祉研究』、第113号、
2012年４月
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（４）2012年度
2012年度は、被災地における協働システムの

調査および協働を支援する活動の継続と、これ
まで蓄積してきた港区データおよび佐多データ
の解析を中心に研究活動を行った。2012年８月
には、プロジェクトメンバーによる研究成果の
中間報告会が行われ、研究成果を研究所年報に
て報告するという方針が確認された。なお、こ
の報告会での報告を経て執筆された論文が、本
年報に佐藤論文、浅川論文として掲載されてい
る。

また、2012年９月３〜６日に佐多地域を訪問
し、直前に完成した佐多調査の調査報告書を佐
多支所に届け、調査結果の概要を説明するとと
もに、複数地域でのインタビュー調査を行っ
た。佐多調査の調査報告書については、本年報
に箕曲論文として掲載した。なお、佐多調査の
調査報告書についても、調査結果の送付を希望
した回答者全員に郵送する予定である。また、
2012年９月に行われたインタビュー調査から得
られた知見の一部は、本年報に収録されている
半澤論文において報告されている。

３．研究成果
本プロジェクトの研究成果は、2011年度末に

発表された石井論文、浅川論文を嚆矢として、
研究所年報の本号、および2013年度に刊行され
る次号において順次報告される計画である。本
号では、本稿に続き以下の５本の論文を発表し

た。

石井大一朗「港区にお住まいの方の意識調査 
─身近な人とのつながりと食事に着目して─」
箕曲在弘「佐多地区にお住まいの方の意識調査
─身近な人とのつながりと食事に着目して─」
佐藤正晴「東京都港区のメディア産業における
広報機能の研究─1950年代のラジオ東京設立期
を中心に─」
半澤誠司「南大隅町佐多地区の産業構造」
浅川達人「＜つながり＞の位相とフードデザー
ト問題─東京都港区と鹿児島県南大隅町佐多地
区を事例として─」

なお、本研究の研究成果の一部は、研究所が
主催、ないしは協力する地域活動団体向けの講
座や催し（子育て相互支援活動のためのスキル
アップ講座2011、2012年３月24日実施など）に
おいて、調査結果を提供するとともに、アドバ
イス時に活用するなどしている。
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